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は  じ  め  に 

 徳島県の人工林面積は 198 千 ha を越え、森林資源も年々成熟度を高め、今後 10 年ないし 20 年後に

はこれらの林分から多量の木材供給が予測される。一方、現在我が国の木材需要の 70％を占める外材輸

入や、農山村における生産活動の停滞等に伴う林業を取り巻く環境条件の悪化は、山村の過疎化に拍車

をかけ、林業の発展や山村振興を進あるうえで大きな問題になっている。 

 このような課題をかかえる林業の発展を図り、山村の振興をめざすためには、「地域を単位として林

業を活性化させ、合理的な林業経営の管理方式の確立、とりわけ、地域的広がりの中で林業を再編し、

計画・管理・流通の組織化を図るための研究が重要な問題になっている」との認識のもと、本県で最も

森林資源が成熟化し、しかも林業生産活動の旺盛な木頭林業地域（木頭村、木沢村、上那賀町、相生町、

鷲敷町）を対象に、「地域性に立脚した林業振興の経営管理方式」を主題として、森林総合研究所（元

林業試験場）四国支所（元四国支場）と関西支所（元関西支場）の協同研究がなされてきた。 

 地域森林資源の現状分析、施業の体系化と立木・素材材積の生産予測、林業の収益性や内部収益率を

推定するとともに、生産者等を対象に林業経営に関する意向調査により木材生産・加工・流通の現状を

分析した。あわせて、地域営林集団としての杉生会・若杉林材加工組合の現状と、生産・流通の担い手

としての展望と地域の生産組織化の可能性を求めるともに、林業の総合的管理方式としての森林施業と

生産流通の在り方等について述べられている。 

 これは現在本県が当面している山村振興や「村おこし」を進めるうえでのひとつのヒントになると思

われ、ここに印刷し配付するものである。 
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徳島県農林水産部林業課長 安 藤 俊 宣 
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１ 研 究 目 的 

 我が国の森林資源は年々成熟度を高めているが、我が国木材需要の約 70％を占める外材輸入や、積年

の不況下における材価の低迷等、林業を取り巻く内外諸条件の悪化により、将来林業の健全な発展が期

待出来るかどうか非常に憂慮される状態にあります。 

 このような状況を打開し、停滞傾向にある林業を活性化させ、合理的な林業経営の管理方式の確立、

とりわけ地域的広がりの中で林業を再編し、計画、管理、流通システム化を図るための組織化の研究が

重要な政策課題となっております。 

 したがって、本研究では徳島県で最も森林資源が成熟化していて、しかも林業生産活動の旺盛な木頭

林業地域（木頭村、木沢村、上那賀町、相生町、鷲敷町）を対象に、地域の森林資源を分析し、現行地

域森林施業や収穫予測の現状を分析し、施業の体系化と収穫予想表の調製、および利用材積表の調製に

より、林業の収益性や内部収益率を推定しました。 

 そして、63 年度以降実施予定の当該地域の地域森林計画にもとづく、第１分期、第２分期の伐採予定

に、今回決定した 60 年伐期の植栽本数別施業体系を適用した場合の立木材積、素材材積の生産量を明

らかにしました。 

 さらに、生産者、製材工場経営者、不在村の山林所有者、森林組合、町村を対象に林業経営に関する

意向を調査し、木材の生産・加工・流通の現状を分析するとともに、地域営林集団としての活発な活動

をしている、杉生会・若杉会の現状を分析し、生産・流通の担い手としての展望を明らかにし、地域組

織化の可能性を究めるとともに、最後に林業の総合的管理方式としての森林施業と生産流通の在り方に

ついて述べたものです。 

 本報告の文中 1.2.3.6．は黒川が、4.5.7.8．は都築がそれぞれ執筆しました。 

 なお、本研究を進める課程においては、徳島県林業課、阿南農林事務所林務課、および木頭村・木沢

村、上那賀町、相生町、鷲敷町の各役場・森林組合の方々には大変お世話になり厚くお礼を申しあげます。 

 とりわけ、安藤俊宣林業課長、百田康男前林業課長、興喜多滋也上席専門技術員、佐藤尚史主任専門

技術員、桃井利治主任専門技術員（現治山林道課課長補佐）、ついで歴代阿南農林事務所林務課長の城

戸健二氏（現徳島県森林組合連合会専務理事）、市原俊充氏（現林業総合技術センター所長）、谷口春

一氏（現林政課主幹）、清重英春氏（現林業課主幹）、および同林務課宇水泰三郎普及係長、遠藤篤二

経営係長（現徳島農林事務所林務課経営係長）、さらに、新田徳男木頭森林組合長、中川浩木沢森林組

合副組合長、藤田眞寛上那賀町森林組合専務理事、前田昌成相生町森林組合専務理事、平井式郎相生町

参事、入江俊信上那賀町農林課長の方々には大変お世話になり、また貴重な御助言を賜り有難うござい

ました厚くお礼を申し上げます。 

  平成元年６月 

林業科学技術振興所四国事務所 主任研究員 

（前林業試験場経営第２科長）  都  築  和  夫 

森林総合研究所関西支所 

経営研究室長  黒  川  泰  亨 
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２ 地域の概要 

１）立地的特徴 

 木頭林業地域は、図－１に示すように、徳島県南部を東流している那賀川上流域に位置する木頭

村・木沢村・上那賀町の３町村および中流域に位置する相生町・鷲敷町の２町の合計５町村で形成さ

れている純山村地帯である。徳島市から国道 55 号線経由で本地域の東端にある鷲敷町へは 33km、西

端の木頭村へは国道 195 号線により 95km の位置にある。本地域は東西 48km、南北 15km の長方形を

しており、地勢は、剣山山系と海部山系に囲まれ、中央部を那賀川が東西に貫流し地形は標高が高く

急峻である。 

 

 地質は、ほぼ中央部を東西に走る構造線によって、北部の秩父帯と南部の四万十帯に大きく区別さ

れる。秩父帯は主に砂岩、粘板岩、石灰岩、硅岩、凝灰岩から成っている。一方、四万十帯は、主に

砂岩から成り、この間に泥岩の薄層が帯状に走っている。土壌は全般に埴壌土で、土壌型は Bd 型が

多く、適潤で一般的に深度が大きく、地味は概して肥沃であり、育林に適した土壌が最も広く分布し

ている。気象条件は年平均気温が 13℃、年間平均降水量は約 2,500mm であり、降雪は高峰を除いて

少なく、県下でも温暖多雨である。以上のように本地域全体が林業の適地となっている。 

 

２）土地利用の現況 

 土地利用の概要は表－１のとおりである。総土地面積は 69,292ha で県土面積の約 17％を占める。

森林面積は 66,183ha で、林野率が 96％に達している。森林のうち国有林が 4,481ha、民有林が 61,702ha

であり、93％が民有林である。また耕地が 939ha、その他が 2,170ha となっいる。 
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 本地域の上流域の木頭村・木沢村・上那賀町の３町村は、総面積が 56,253ha であるが、森林が 54、

691ha に達し、耕地が合計でも僅か 300ha しか存在せず、林野率が実に 97％にまで達している。当該

３町村では林業への依存度が極めて大きい。しかし、中流域の相生町・鷲敷町は町域面積も 13,039ha

と小さく、また 639ha の耕地が拓けているため林野率も 88％に低下し、農林複合経営が多く見受けら

れる。 

 かかる農林複合の典型的な形態は、育林・稲作・果樹・野菜の組み合わせであるが、一部には畜産

も導入されており、複雑な複合形態をとる農家が多い。近年はコメの生産過剰から減反が進み、稲作

面積は減少の一途を辿っている。木頭林業地域では、伝統的にユズの生産が盛んであったが、林業の

不振と共に行政主導型でユズの新植や生産団地造りが積極的に進められている。 

 ユズは古くから当地の特産として栽培されてきたが、在来種は低品質の散在樹が多く、搾酢し果汁

として需要に応えてきた。しかし、近年は、青果あるいは加工用としての需要が増加傾向にあり、特

産品として本地域の基幹作物として位置付けられ、主産地形成を目指して新植・増反が行政サイドか

ら奨励されている。 

 さて、木頭林業の歴史は約 100 年であり、奈良県・吉野林業などと比較すれば、その歴史は浅いと

言える。当林業地における人工造林の歴史としては、約 220 年前の宝歴８年、藩有林を借用しその代

償として冥加金の他に焼畑造林地を献上したことが最初とされている。次いで寛政年間に、木頭地域

の林業を重視した阿波藩が、禁伐樹種の決定や侵懇取締令を発布するなどの積極的施策を行ったため、

人工造林の一層の進展が見られた。 

 日露戦争前後の木材需要の増大ならびに資本主義的経済の発展が、この地域の原生林の経済的価値

を高めた結果、伐採規模と伐採速度が漸増するのに並行して人工造林も大きく進展し、明治 29 年、

全国に先がけて林業組合の設立を見ている。 

 本格的な造林は、明治 30 年代から開始されたと伝えられるが、明治後期から大正時代にかけては、

とくに造林活動が活発であった。年間造林面積が 500ha を超過した時期もあり、この時期に現在の木

頭林業の基盤が形成されたと言える。 

 しかし、昭和 40 年代に入り、大量の外材の輸入、木材需要の減退、材価の低迷、過疎の進行と人

口の減少、林業労働力の不足と高齢化などから造林活動は低調に推移しているが、地域林業の組織化
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のための各種の検討が進められ、具体的に幾つかの事業が導入されている。 

 

３）地域経済の構造と動向 

 木頭林業地域５町村における総人口の動態は次のとおりである。昭和 45 年当時の地域人口は 16,947

人であったが、50 年 15,355 人、55 年 14,360 人と推移し、地域人口はこの 20 年間 8,919 人、38％も減

少し、過度の過疎現象を呈している。一方、世帯数の動態に注目すると、昭和 35 年当時 4,846 戸であ

ったが、45 年 4,588 戸、55 年 4,466 戸と若干の減少をみたが、人口減少と比較して世帯数減少の度合

いは小さい。 

 一世帯当たり人数は、昭和 35 年当時の 4.80 人から、55 年には 3.22 人にまで低下し都市域並の水準

に到達している。これを町村別に眺めると、35 年時点では最上流域の木頭村が 2.61 人、木沢村 3.22

人、さらに上那賀町 3.13 人であるが、相生町 3.56 人、鷲敷町 3.48 人となっている。上流域の山村部

では一世帯当たり人口は少ないが下流域の農山村地帯では大きく、上流域ほど過疎状態が深刻である

ことを窺わせる。このように上流域で過疎が著しいのは、生活条件の劣悪さがその主要な原因と考え

られよう。中学・高校を卒業した者がそのまま村内に定住する場合は稀であり、殆どが県外や県内で

も徳島市周辺に就職しており、生産年齢が極端に少ない状態が続いていることが過疎の大きな原因と

言える。 

 たとえば、木沢村の人口動態に注目すると、昭和 35 年 2,695 人であった村人口が、45 年 1,794 人、

55 年 1,340 人と推移し、この 20 年間に 50.3％減少した。人口減少を昭和 35 年～45 年と昭和 45 年か

ら 55 年の二期間に区分すると、前期の減少率は 33.4％であるが、後期の減少率は 25.3％であり、人

口減少が若干緩和してきている。 

 しかし、依然として人口減少は今後も継続していくものと予想され、近い将来、村人口が 1,300 人

を割ることは必至の情勢である。年齢別の人口構成を眺めても、14 歳未満の人口の減少が顕著である

反面、65 歳以上の高齢人口が相対的に増加する傾向にあり、人口の高齢化ならびに人口減少が今後も

続き、農林業経営の担い手の確保がますます困難となり、労働力の不足と劣悪化が急速に進行してい

る。 

 次いで、木沢村の就業構造をみると、総就業人口は昭和 45 年に 9,135 人をピークにして漸減傾向を

示し、55 年には 7,988 人にまで減少している。第一次産業就業人口は昭和 45 年には 4,325 人であった

が 55 年には 2,516 人となり、この 10 年間で 42％減少した。とりわけ林業就業人口の減少は著しく、

昭和 45 年の 1,517 人から 55 年には 860 人へ約半減した。 

 一方、第二次産業就業人口は昭和 45 年の 2,039 人から 55 年には 2.799 人へ 37％も増加した。しか

し、第三次産業就業人口は昭和 45 年の 2,772 人から 55 年の 2,673 人へ若干減少したが、概ね横這い

で推移している。当該山村地域においても就業構造の顕著な変化が認められる。 

 産業別生産額を見ると、地域全体では昭和 45 年時点で 85 億 400 万円であったが、55 年には 181 億

100 万円へ約 2.2 倍増加している。しかし、第一次産業生産額は 1.1 倍とほとんど増加していないが、

第二次産業生産額は昭和 45 年の 13 億 2,300 万円から 55 年には 64 億 3,500 万円へ 4.9 倍増加し、また

第三次産業生産額は昭和 45年の 31億 5,300万円から 55年には 71億 5,200万円へ 2.3倍増加している。
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さらに林業生産額に注目すると、林業依存度が特に大きい上流域の３町村の場合、昭和 45 年時点で

31 億 5,600 万円であり、総生産額 58 億 8,400 万円の 54％を占めていた。 

 しかし、50 年には 31 億 5,600 万円へ低下し、さらに 55 年には 30 億円に留まり、総生産額 96 億 800

万円の 31％の水準にまで大きく低下している。林業の長期低迷が地域生産構造を根本から変更させて

いる。農業生産額では、上流域の木頭村、木沢村、上那賀町の３町村の場合、昭和 45 年では１億 5,600

万円、50 年３億 3,300 万円、55 年２億 7,700 万円と推移しているが、中流域の相生町、鷲敷町では、

昭和 45 年が３億 5,500 万円、50 年８億 1,400 万円、さらに 55 年７億 4,500 万円と推移しており、林

業生産の減少が農業生産によって補完されている状況が窺われる。 
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３ 森林資源と林業生産の動向 

１）森林資源の構造 

 本地域における森林資源の状況は表－２に示すとおりである。総森林面積は 66,183ha であるが、う

ち私有林面積は 59,876ha で全体の 90.5％を占め圧倒的に多い。国有林面積は僅かに 4,481ha で、その

92.6％が木頭村と木沢村に集中している。また県有林が 4,535ha、町村有林が 894ha、財産区有林が 301ha

存在するが、これらを合計しても全体の 2.9％であり、地域森林面積に占める割合は少ない。木頭林

業地域は私有林が極めて大きい位置を占めているため、国有林依存型の地域に比較して、地域林業の

組織化が容易に進められる地域であると言えよう。 

 

 当地域の森林蓄積は 10,566 千ｍ3である。うち私有林が 9,952 千ｍ3で、国有林が 378 千ｍ3、県有林

が 87 千ｍ3、町村有林が 11 千ｍ3、財産区有林が 37 千ｍ3となっている。森林蓄積は地域全体では 159.6

ｍ3/ha であるが、私有林は 166.2ｍ3/ha、国有林 84.4ｍ3/ha、県有林 137.7ｍ3/ha、町村有林 12.3ｍ3/ha、

財産区有林 124.5ｍ3/ha であり、私有林の森林面積が充実している。 

 次に、私有林について町村別に検討すると、上那賀町が 223.8ｍ3/ha で森林資源の充実が最も優れて

おり、次いで相生町 167.9ｍ3/ha、鷲敷町 143.3ｍ3/ha となる。一方、木頭村は 139.3ｍ3/ha 木沢村が 138.2

ｍ3/ha であり、私有林の森林蓄積は中流域の町村では充実しているが、上流域の町村では若干劣って

いる。 

 民有林の資源は表－３のように総括できる。当地域の民有林面積 61.702ha のうち立木地が 60,917ha

で 98.7％を占め、殆ど全部が立木地となっている。立木地のうち人工林が 80.5％を占め、人工林率が

極めて高く、植林可能地は殆ど植栽が完了している状態である。人工林は針葉樹が圧倒的に多く広葉

樹は僅かに１ha に過ぎない。 

 町村別に人工林率を比較すると、上那賀町が 89.7％、相生町 89.1％、鷲敷町 86.2％、木頭村 75.7％、

木沢村 69.0％であり、中流域の町村で人工林率が高く、上流域では多少低くなっている。木頭林業地

域の場合、無立木地・更新困難地の大部分が木沢村・木頭村に分布しているが、両村は那賀川の最上

流地域に位置するため地形的に急峻な場所が多いことが更新困難地が多く存在する理由となってい

る。またこの地形上の制約が人工林率を低くしている要因とも考えられる。 
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 次に、民有人工林の齢級別面積をみると、４齢級が 8,301ha、５齢級が 7,548ha、３齢級が 7,095ha、

６齢級が 4,754ha であり、以上３～６齢級が全体の 56％に達している。これを町村別に検討すると、

木頭村では３・４齢級人工林が 6,066ha あり、全体の 41％に達している。同様に木沢村でも３・４齢

級人工林が 3,166haもあり全体の 38.1％に達している。上那賀町の場合は５齢級が 2,546haと一番多く、

次いで４齢級が 1,908ha であり、齢級構成が若干上方シフトしている。相生町・鷲敷町では、齢級構

造は上那賀町に比較的類似している。 

 図－２は、民有林の人工林の齢級別面積を示したものである。当地域も他地域と同様に、除間伐の

必要な 30 年生以下の若齢林が多く存在し、戦後造林地の特徴を如実に表わしている。また、図－３

は、民有林の人工林齢級別材積を示したものであるが、材積の分布をみても 40～50 年生の伐採適齢

期の材積が少ないことが容易に分かる。 

 

 後でも検討するが、除間伐の遅れが当地域における主要課題となっており、最重要林政課題として

取り上げられ、各種施策が実施されている。しかし、その成果は期待する程には上がらず、放置山林

が随所に目につくのが実情である。除間伐は、活力ある健全な森林の造成において不可決な作業であ
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り、森林の公益的機能の高度発揮の点でも極めて重要である。これを如何に推進するかが、今後の当

地域林業の命運を左右すると言っても過言でない。 

 

 

２）林業生産活動の動向 

 木頭林業地域における林家の森林所有構造は表－４のとおりである。当地域の林家数 2,322 戸のう

ち、森林所有面積１ha 未満層が 603 戸で、全体の 26％に達している。また１～５ha 層が 877 戸で 38％

あり、したがって、両者を合計すれば５ha 未満層が 64％に達する。これを 10ha まで拡大すれば 79％

の林家がこの階層に属すことになり、１戸当りの所有規模は決して大きいとは言い難い。しかし、森

林所有面積が 50ha を超過する大規模所有者では 50～100ha 層が 34 戸、100～500ha 層が 17 戸、500ha

層が１戸存在し、これらの階層が地域林業の指導的役割を果たしている。 
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 森林所有者構造を町村別に検討すると、林家数の分布に偏りがあり、下流域の相生町と鷲敷町に多

くの林家が存在するが、上流域の木頭村、木沢村、上那賀町では林家は少ない。内容的には次のよう

に大きく区分できよう。すなわち、木沢村は５ha 以下の零細所有も少ないが、30ha 以上の大規模所有

も少ない。木頭村では零細所有も比較的多いが大規模所有も多い。上那賀町では零細所有が比較的少

なく中・大規模所有が多い。相生町では零細所有も多いが大規模所有も多い。さらに鷲敷町では零細

所有が多いが大規模所有は少ない。このように、町村別の森林所有に構造的な差異が認められる。 

 他地域と同様に、木頭林業地域においても過疎化の進行による地域全体の活力の低下、材価の長期

的低迷や林業労働者の域外流失による林業経営の担い手の減少などが原因となって．素材生産量は低

下の一途を辿っている。表－５は、素材生産量の推移を示したものである。当該木頭地域全体では、

昭和 54 年度は 16 万 8,300ｍ3であったが、58 年度では 10 万 7,400ｍ3の水準にまで低下し、この５年

間に 36.2％減少した。 

 

 ちなみに、当地域の昭和 45 年度の素材生産量は 27 万 9,100ｍ3、また 50 年度の素材生産量は 19 万

8,800ｍ3であるから、58 年度の素材生産量は、45 年時点の生産量と此較して 61.5％も大幅に減少して

いる。また 50 年時点と比較しても 46.0％減少しており、この 15 年間に約半減している。素材生産量

に占める針葉樹の割合は、54 年度の 83.8％から 58 年度の 90.8％に増加し、広葉樹資源から針葉樹資

源への転換が着実に進行している状況が推測できる。 

 素材生産量を町村別に検討してみると、昭和 45 年度の素材生産量に対する各町村のシェアーは木

頭村 38.0％、木沢村 30.2％、上那賀町 22.0％、相生町 7.3％、鷲敷町 2.6％であり、木頭村と木沢村が
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概ね同じ素材生産量を示していた。しかし、54 年度の生産量に対するシェアーは、木頭村 38.3％、木

沢村 18.3％、上那賀町 27.8％、相生町 14.1％、鷲敷町 1.5％となり、さらに 58 年度では木頭村 37.4％、

木沢村 13.4％、上那賀町 37.4％、相生町 9.6％、鷲敷町 2.1％に変化している。この間の注目すべき動

向としては、木沢村の相対的地位の低下と上那賀町の相対的地位の上昇である。 

 素材生産量の推移は上で検討したとおりであるが、次に、伐採の動向を検討してみたい。伐採面積

の推移を表－６に示してある。主伐と間伐を合計した伐採面積は、昭和 54 年度以降緩な増加傾向を

示しているが、内容的には大きく変化している。すなわち、昭和 54 年度では総伐採面積 635ha に対

して主伐面積が386haで60.8％を占めていたが、58年度になると総伐採面積894haに増加したものの、

主伐面積は 146ha で 16.3％の水準にまで大幅に低下し、主伐面積の減少と間伐面積の増加が対照をな

している。 

 

 主伐面積は年度によって乱高下が激しく、材価の動向とかなり強い関連が認められるが、一方、間

伐面積は比較的変動が少なく着実に増加しており、当地域における間伐対策が徐々に奏効してきてい

ることを示している。とくに、木頭村に林業構造改善事業の一環として設置された間伐小径材集成加

工施設による地域産間伐小径材の集荷機能の向上が、良好な影響を与えたものと考えられる。 

 造林面積の推移を表－７に示したが、地域全体でみれば、総造林面積は昭和 49、50 年度では 523ha

であったが、52 年度 528ha、54 年度 570ha、56 年度 334ha、さらに 58 年度 249ha と推移し、低下の一

途を辿っている。このことは、先に見た素材生産量の動向と同調したものであり、地域における伐採

造林活動の全般的な低下を端的に示している。 
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 造林面積における再造林面積と拡大造林面積を対照とすると、再造林面積は緩やかな低下傾向を示

しながらも、概ね 200ha 前後で推移しているが、拡大造林面積は 51 年度の 372ha をピークにして低下

傾向に転じている。木頭林業地域の民有林では、人工林率が既に 80.5％に達し造林可能地の残余がほ

とんど無いこと、また、材価の低迷による素材生産活動が低調化したことによる皆伐林分の減少が、

拡大造林を低調にしている主な要因と考えられる。 

 ところで、搬出コストの低減ならびに施業活動の容易化の点で林道・作業道の果たす役割はとりわ

け大きいが、木頭林業地域では、県当局の強力な指導もあり、林道の整備は着実に進行している。ち

なみに、昭和 54 年度から 58 年度の過去５か年間の年平均林道開設延長距離は 10,666ｍ、また作業道

開設延長距離は 2,352ｍである。58 年度末の林道・作業道の現況は表－８のとおりである。当地域全

体では林道密度は 4.1ｍ/ha であるが、これを町村別にみると、林道の場合、木沢村 5.5m/ha､木頭村

4.9m/ha であり整備水準は高いが､鷲敷町 3.4m/ha､相生町 3.3m/ha と若干低くなり､上那賀町は 26ｍ/ha

と平均値の 63％の水準に留まっている。 
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 一方、作業道の整備水準は、当地域全体では 0.4ｍ/ha であり、林道の整備水準 4.1ｍ/ha と比較して

かなり低位にある。林道と作業道は有機的に結合され、いわゆるネットワーク構造が形成されて始め

て本来の機能が発揮されることになるため、木頭林業地域では今後の作業道の開設が期待される。 

 町村別に作業道の整備水準を比較すると、相生町 1.0ｍ/ha、鷲敷町 0.7ｍ/ha、木頭村 0.3ｍ/ha、木沢

村 0.2ｍ/ha、上那賀町 0.1ｍ/ha であり、概して、下流域町村ほど作業道の整備は進行しているが、上

流域の町村では作業道の整備が遅れていると言えよう。下流域の２か町村は農山村であり、林地の傾

斜が比較的緩慢であること、さらには柑橘類の栽培を主体とする農林複合経営を推進するために、積

極的に里山地域における作業道が開設されたことも一因となっている。林道と同様に、上那賀町にお

ける作業道整備の低位性が指摘できる。 

 最近における木頭林業地域での林道及び作業道の整備の推移を表－９に示した。林道開設は、昭和

54 年度から 57 年度に至る間は概ね年聞 9,000ｍ前後で推移しているが、58 年度は一挙に 16,000ｍに

まで増加した。 58 年度における林道開設の倍増は、木沢村、上那賀町、相生町において林構事業等

による林道開設が同時に開始された結果であり、この他に必ずしも明確な原因が見い出せないが、林

道開設に対する地元の要望が漸く実現しつつある。 
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 林道開設の推移を町村別にみると、上流域の木頭村ならびに木沢村では昭和 50 年代当初から林道

開設に着手され、他の町村と比較して高いレベルで整備が進んできているが、この両村以外の町村で

は林道開設のレベルが低く、相当の較差が認められる。この５年間の平均林道開設距離をみると、木

頭村は 3,033ｍ、木沢村 4,345ｍ、上那賀町 1,643ｍ、相生町 1,366ｍ、鷲敷町 279ｍであり、農山村の

形態をとる中流域の相生町と鷲敷町における林道整備の遅れが著しい。 

 以上見たように、木頭地域の森林資源は着実に成熟し、林業生産基盤である林道・作業道などの整

備も進行しつつあるが、長期に及ぶ材価の低迷など林業を取り巻く厳しい環境下にあって、林家の所

有山林規模も概して小さく、加えて本地域における木材供給体制は未整備の状況にあり、多くの未解

決の問題を残している。地域林業の現状ならびに木材供給体制の整備を図るうえでの主要な課題を整

理すると次のようになろう。 

 すなわち、林業経営は材価の低迷と育林コストの上昇により収益性は年々低下し、林業生産活動が

全面的に停滞するとともに、林業生産や流通・加工に携わる事業体の経営が極めて困難な状況に追い

込まれて来ている。本地域における林業所得は年々減少の一途を辿り、地域所得に占める林業所得の

割合は、昭和 45 年の８％から、55 年には２％にまで大きく低下し、林業依存度が大きく低下してい

る。 

 林業所得の低下の主因は、林業賃金の上昇による育林費の上昇、材価の低迷による立木価格の低下、

搬出コストの上昇と考えられるが、労働生産性の向上と搬出コストの引き下げのために、林道・作業

道などの道路網整備が急務となっている。 

 既述のとおり、素材生産量は低下傾向にあり、また造林面積も 58 年度では 49 年度の 48％の水準に

まで低下するなど、林業生産活動が大きく停滞するだけでなく、除間伐などの保育管理が十分でない

林地が増加している。 

 当地域では、35 年生以下の人工林が全体の 70％以上を占めているが、健全な森林を造成し、森林
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資源の整備と充実のために間伐促進対策が大きな課題となっている。間伐対策を促進するためには、

伐捨て同然になっている間伐材の有効利用が求められるが、間伐材の付加価値を増加させるために既

に導入された加工施設のフル活用が今後の大きな課題となる。 

 また、地域林業の要として森林組合の果たす役割は大きく、地域の期待が集まっている。当地域に

は５森林組合があり、それぞれ事業活動を行っているが、事業のシェアーは造林事業が約 30％、素材

生産販売事業が約 10％、保育事業が約 40％にすぎない。地元産材の安定的な供給体制の整備を図る

ためにも、流域一体となって森林組合の有機的な連携を図り、相互補完的な機能分担を発揮すること

が強く求められている。 

 当地域で生産された素材は、当地域内と那賀川中流の丹生谷地区に存在する内陸製材業者と、那賀

川下流の沿岸製材業者によって製品化され、一部は各地区の地元で消費し、大半は徳島市を中心とす

る県内市場ならびに京阪神を中心とする県外市場で消費されている。当地域の場合、概して、川上に

対する川下の影響力が強く、川下の製材加工業者が川上の林業を動かすという力関係が古くから維持

されてきたため、川上の生産サイドの組織化が遅れていたが、森林組合の業務提携を中心とした地域

ぐるみの組織化が今後の大きな課題となろう。 
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４ 地域の施業 

１）施業の沿革 

 本地域の施業の沿革は「徳島県木頭の林業」１）によると、本地域は、一般に地形急峻だが地味肥沃、

気候温暖適潤なため、林木の成育に適し、古来多くの良材（天然材）を生産し阪神地方においては阿

波物と称し、相当の地位を占めていたと言われる。 

 本地域はまた、昔から天然林のモミ・ツガ等の黒木やケヤキのような水運可能な有用材が多量に択

伐搬出されてきた。一方、雑木の伐採も明治 35 年より試みられ大正７年頃の木材価格の一時の暴騰

によりブナ、モウカ（ヨグソミネバリ）、サクラ、カツラ、を主としタラ、オバナ（イタヤカエデ）、

モミジ、クリ、トチ、サルタ（ヒメシヤラ）等の雑木を伐採し、洪水を利用して放流し、伐採量は年々

約 3,000 万才に達したが、数年で雑木の伐採は中止となり、モミ・ツガのような天然生針葉樹も市場

価格の低落と売行き不振により大正 10 年以降伐採は行われなかった。その後は専ら人工林の伐採が

主体となり、現在の人工林は明治 30 年以降の植栽である。 

 施業の主体をなす造林は、古来スギを主として一部にヒノキを加え、疎植で短期間に大径材を生産

する習慣があった。 

（１）種  子 

 種子は樹令 40 年～60 年生の健全な優勢木により、10 月初旬～11 月の間に採種し、乾燥させて

翌春播種する。発芽した苗は播種後４年目すなわち満３年で山出してきた。 

（２）地 拵 え 

 本地域の地拵えは古くから焼畑が主体で、４月から盛夏の候の間に雑木林を伐採し、乾燥させ

た後焼払ってソバを作るものと、秋季伐採して林内に放置し、翌春４月～５月頃焼払ってこれに

ヒエを播種するものとがある。何れの期間に焼畑にする場合も、伐倒された樹木の枝を切り落と

し、焼払に便利なようにする。この作業を「こな」と称し、この作業が終われば「山焼」と称し

て焼払い、その後焼跡地の土砂止めのため「きね」と称する設備を行ってきた。なお、焼畑は戦

後の昭和 20 年代の終わり頃まで行われてきたが、山焼は昭和 35 年頃まで行われてきた。 

（３）植  栽 

 焼畑作を行って造林する時は、農作物を収穫する外に病虫害、その他雑草・つる類の繁茂等が

少なく、焼畑を行わない林地に比べて成育が良好で、例えば第二期の造林地でも成育が良好にな

るため、林主は造林費の減少と相まって伐採跡地にもこれを行っている。 

 樹苗植栽に当たっては、作付人と株主間で種々な契約が行われ、比較的交通が便利で人家に近

い林地の焼畑作は、林主は単に苗木を提供するだけで、作付人は土地使用の代償として苗木の運

搬や植栽を行う。このような林地の作付は１回限りを普通とするが、特に地味良好で、農作物の

収穫の多い時は２回の作付を行うこともあるが、作付人はその代償として第１回の下刈を行う。 

 補植の場合も新植同様、林主は単に苗木を負担し、作付人は樹苗の運搬・植栽をともに行う。

また、交通不便で人家から離れた遠隔の地に造林しようとする時は、株主と作付人の間で種々で

複雑な契約を行ってきた。このような方法で、焼畑により造林が行われてきて、造林の進展に大
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きく貢献してきた。 

 焼畑の実施とともに行われてきた植栽は、極端砂ないものは ha 当たり 500 本で、最も普通に

行われているのは ha 当たり 1,000 本である。 

 しかし木材価格の高騰と運搬法・搬出路の良好となるに伴い次第に密植に傾き、昭和 10 年頃

には ha 当たり 2,000 本となり、戦後は ha 当たり 3,000 本が普通となった。植栽は春季焼畑作付け

後施行するのを原則とするが、諸般の事情により一時に植え付け困難な場合は、梅雨期または梅

雨上がりに終了するものとした。 

（４）下  刈 

 下刈には、筋刈、全刈（ベタ刈）の２種類があって、そのうち筋刈は苗木植栽後数年間に行う

もので、焼畑作の場合植植栽２年目に第１回の筋刈を行い４年目～５年目に第２回を行い、第３

回以降は必要に応じ凡そ植栽後 10 年前後まで数回行っている。 

 ベタ刈は、造林木以外の全ての草木を刈払うもので、多くはつる切・下枝打を兼ね、筋刈を終

わった後に開始する場合が多い。地味良好な箇所、樹苗の成育旺盛な箇所では、植栽後７年～８

年でベタ刈を行うこともある。また植栽後 10 年で筋刈を行ったものと仮定すると、およそ 12 年

～13 年で第１回目、15 年～16 年頃に第２回目のベタ刈を行う。その後利用期に入るまで放置す

るものもあるが、18 年前後で撫育間伐を兼ねたベタ刈を行うこともある。 

 下刈の時期は、４月～５月頃より８月下旬の間に行うものとしているが、時として秋より冬に

かけて行うこともある。 

（５）間  伐 

 本地域においては、疎植で主伐期も 30 年～40 年と早いため、伐採方法も皆伐が殆どで、間伐

するものは少ない。昭和 10 年頃植栽本数の若干の増加とともに間伐が普及してきたが、余り保

育間伐は行われず、植栽後 20 年前後で収支相償う状態になり初めて開始された。また、第１回

の間伐と言えども収入を主題としたため、疎植の割合には相当強度の間伐が実施されてきた。 

 したがって間伐木の選定に当たっては、樹冠級や樹勢の優劣等種種の因子に拘束されることな

く、主として損傷の程度や粗密度を選定の標準とし、収穫量の大きいことを望んだ間伐を実施し

た。一方、その当時には吉野・北山地方におけるような、むしろ択伐的間伐を行う者もあった。 

 

２）施業体系の吟味 

 これまで述べてきたような、施業の沿革をベースにして、最近の地域の施業について検討吟味して

みる。 

 すなわち、本地域では古来疎植で、優良大径材生産を目指し、主として造船用の板材生産を中心と

した施業が行われてきた。しかし施業の沿革に関しては昭和 10 年ころまでの記述が大半で、その後

は、ただ疎植、大径材生産を標榜してきたに過ぎない。 

 昭和 10 年以降のこの地域には、第二次大戦の経過とともに、木材統制や木材供出、戦後は農地改

革等が導入され、地域経済に大きな変動をおよぼした。 

 なかでも戦時中、村民は配給食を買入れるようになり、現金の必要が痛感されてきた。また労働法



－24－ 

規の定める所にしたがって、雇用主は労働時間を制限されたり、現金を支払わなければならなくなっ

た。造林のような仕事は人を雇って行うことが困難となり、村内山林が荒廃する原因の一つとなった。 

 同時に、地域の造林の進展を支えてきた焼畑造林は次第に失われていった。このような地域経済の

変動のなかで、戦後の施業の沿革を見聞したところでは、焼畑造林の衰微と、植栽本数がこれまで ha

当たり 2,000 本－1,000 本の疎植であったものが、戦後はほぼ ha 当たり 3,000 本となり、また一時期

ha 当たり 5,000 本も植栽したこともあったと言われる。 

 しかし、戦前戦後の施業については、はっきりしない所も多いので、施業の沿革を調べるとともに、

地域の施業体系を構築するため関係者より聞き取りを行った。また林業経営者の集会を開催して、過

去の施業について聞き取りを行ったが、何れも施業の体系等に関しては明確な結論が得られなかった。 

 したがって、本稿では、徳島県林業課が長期間にわたって調査吟味し、体系化して指導してきた「木

頭地域のスギ林分施業体系」を採択した。 

 なお、施業体系を採用するに当たり、県で採用している那賀川地域の施業体系においては、35 年と

60 年の二つの伐期が示されているが、最近の材価の低迷・林業生産の停滞傾向よりみて、伐採時期は

先送りされ勝ちで、その結果として、伐採齢は自然と高くなり、同時に平均伐期齢も高くなっている

ようにおもわれた。 

 しかし、もし高くなる傾向が見られれば、当然 60 年以降の伐期にもとづく解析も必要になると思

われたので、最近の伐採傾向を見るため、那賀川地域における各町村別の伐採傾向を見るため、那賀

川地域における各町村別の伐採齢を調べた。その結果、表－10 のように町村によっては伐採齢の高い

ものもあるが、各年度の町村別の平均伐採齢は、最も高いもので 65 年、低いもので 48 年であった。

したがって、比較的高い伐採齢で伐られる場合もあるが、現在の施業体系の 60 年伐期でも一応満足

されているものと判断した。 
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３）施 業 体 系 

 木頭地方の施業体系として示されたものは、「林業技術現地適応促進事業」の実施を契機に、木頭

村、木沢村、上那賀町より資料を収集して密度管理図の作成を行い、併せて施業の体系化を図ったも

のである。 

 施業体系における生産目標としては、良質材を生産する方法として、 

（１）伐期を長くして自然力で質を高め、いわゆる天然生材に近い材質を持つ大径材を生産する方法 

（２）集約な管理により比較的短伐期で良質の柱材、小角材を生産する方法 

の二つの方法をあげている。 

 その他 ha 当たりの植栽本数の変遷や、林家の経営条件の多様性など地域の実状を考慮して、つぎ

の３種の施業縣を提案している。２） 

（１）密植施業体系 

 多種（ha 当たり 4,000 本植栽） 

 集約施業 
大径良質材（２玉無節）生産（長伐期） 

無節柱材２玉生産（短伐期） 

（２）標準施業体系 

 中庸種（ha 当たり 3,000 本植栽） 

 集約施業 
大径良質材（２玉無節）生産（長伐期） 

無節柱材２玉生産（短伐期） 

（３）省力施業体系 

 疎植（ha 当たり 2,000 本植栽） 

 省力施業 
大径材１玉無節生産（長伐期） 

無節材１玉生産（短伐期） 

 今回我々が調製した収穫表に採用したものは、これらの施業体系である。 
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５ 地域の収穫予測 

１）収穫予測と資料収集法 

 さきに決定した施業体係と結合させて、収穫量を予想するための密度管理図の決定や地位指数曲線

を作成するため、木頭地域５か町村を対象に 20 本のスギ樹幹析解木を収集解析した。 

 ついで地域に最適なスギ密度管理図の選択を 63 箇所の既往収集済みの標準地資料により行い、地

位指数曲線と密度管理図の結合により、地位別収穫予想表を調製した。 

 さらに、各町村の伐採現場から収集した伐倒木 200 本の区分求積資料と、20 本の樹幹析解木を利用

して利用材積表を作成した。 

 最後に、地域の平均地位指数 20 における、伐期 35 年、60 年の植栽本数 2,000 本、3,000 本、4,000

本別に伐期収穫量を予想し、これに利用材積表を適用して伐期素材材積を推定し、あわせて 63 年度

より実施される施業計画による第１、第２分期の再造林面積を対象に、これら収穫予想表や利用材積

表を適用した場合の立木材積や素材材積量を推定し、今後の収穫予想の在り方を示した。 

 

２）スギ地位指数曲線の作成 

（１）供試資料 

 地位指数曲線作成のための供試資料は、地域内５か町村から普遍的に収集する予定であったが、

最近の木材価格の低迷により町村間の山元伐採に不均衡が生じている。大規模山林所有者の多い

上那賀町、木頭村では、他町村に比較して伐採頻度が高いため、供試資料は木頭村、上那賀町に

集中したきらいはあるが、一応木頭地域の林分構造は十分反映されているものと思われる。 

 供試資料の内訳は、木頭村７本、木沢村４本、上那賀町６本、相生町２本、鷲敷町１本の計 20

本である。なお、樹幹析解木の樹高生長経過は図－４のとおりである。 
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（２）ガイドカーブと標準偏差の決定 

 地位指数曲線を作成するためには、まず、ガイドカーブを決定する必要がある。さきの 20 本

の樹幹析解木の５年ごとの樹高を算術平均し、この林齢別樹高を実測樹高とした。これに修正指

数式、ロジスチック式、ゴンペルツ式、ネスルンド式、合成指数式の５種類の実験式を表－11 の

ように適用し、各式について残差の標準誤差を表－12 のように計算した。そして、残差の標準誤

差の最小のものをガイドカーブを推定する適用実験式として決定した。 

 

 

 その結果、修正指数式を適用実験式に決定し、これにより推定した齢階別樹高曲線を分布の中

心線としてのガイドカーブに決定した。同様に樹幹析解木の各単木の齢階別樹高とガイドカーブ

の齢階別樹高を用い、齢階別樹高標準偏差を算出し、これを表－13 のように実測標準偏差とした。 
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 さらに、これにさきのガイドカーブの決定に適用した５種類の実験式を表－13 のように適用し、

同様な方法で残差の標準誤差の最小な修正指数式を表－13 のように適用実験式に決定し、これに

より実測齢階別標準偏差を修正して決定標準偏差とした。このような方法により決定された齢階

別のガイドカーブと標準偏差は、表－14 のとおりである。 

 

（３）地位指数曲線の作成 

 表－14 のように決定されたガイドカーブと標準偏差を用いて、表－15、図－５のように地位指

数曲線を作成した。 
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３）スギ密度管理図の選択 

 この地域のスギに適用するための最適なスギ密度管理図を決定するため、この地域を包含して調製

済みの「南近畿四国民有林スギ」と「四国地方国有林スギ」の両密度管理図を中心に、他 12 箇所の

管理図も含め検討した。 

 検討の方法は、さきの 63 箇所のスギ標準地資料を用いて、直径と材積の誤差率の分布の動向によ

り管理図の適合の良否を判断したが、その結果は他 12 地域のものは過大または過小となり、適用で

きなかった。また、「南近畿四国民有林スギ」の直径と材積の誤差率の分布を検討した結果は、いず

れも表－16 のように過小であった。一方、「四国地方国有林スギ」では．直径の誤差率はやや過小で

あったが、材積誤差率は表－16 のように良好であった。 

 



－30－ 

 これらのことから、この地域に適用するスギ密度管理図は、「四国地方国有林スギ密度管理図」が

最適とみなされ、これを用いることにした。 

 

４）収穫予想表の調製 

 収穫予想表の調製は、伐倒木の樹幹析解により作成した地位指数曲線、国内の 14 地域のスギ林分

密度管理図の中から最適密度管理図として選択した「四国地方国有林スギ林分密度管理図」、および

徳島県林業課が作成した「木頭地域スギ林分施業体系」を用いて調製した。 

 調製にあたっては、ha 当たり植栽本数 2,000 本、3,000 本、および 4,000 本別に、伐期齢については

35 年、60 年別に、地位指数８～36 のうち偶数 15 個の地位指数ごと作成した。 

 なお、木頭地域のスギ平均樹高は、作成した地位指数曲線の地位指数 20 の樹高曲線に近似してい

て林齢 40 年で 19.3ｍを示し、別途作成済みの四国全体のスギ地位指数曲線の同林齢の 17.6ｍに比べ

約２ｍ高い値を示している。 

 また、調製した収穫予想表のうち、地域の平均地位指数 20 における伐期 35 年、60 年の植栽本数

ha 当たり 2,000 本、3,000 本、4,000 本の収穫予想表を示せば表－17－１～表－17－６のとおりである。 
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５）利用材積表の作成 

（１）直径階別の本数分布 

 さきに述べた標準地資料を用いて、伐期別、植栽本数別の直径階別本数分布を決定するに当た

っては、正規分布型を表－18－１のように適用した。 
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（２）直径に対する樹高曲線 

 同様に、さきの標準地資料を用いて標準地別にネスルンド式Ｈ＝Ｄ2／（ａ＋ｂＤ）2 を適用し

て曲線式の定数、係数を求め、さらにこれを林齢別に対応させ、指数曲線式Ｙ＝ａx6を適用して

林齢別の定数、係数を推定した。そしてこれらにより、伐期別、植栽本数別の直径に対する樹高

曲線を推定し、直径階別樹高を表－18－２のように求めた。 
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（３）利用材積表の作成 

 さきに求めた直径階別本数と直径に対する樹高曲線により、伐期別、植栽本数別に、直径、樹

高階別の本数ごとに、産出される素材材積を求めるため、利用材積表を作成した。作成に当たっ

ては、樋渡３）の作成した細り曲線式を適用して作成した。 

 利用材積表作成のための供試資料は、さきの区分求積資料 200 本のうち利用可能な資料 185 本

で、幹曲線式については、（１）式および（１）式においてｈ＝Ｈのときｄ＝０の条件を入れた

（２）式、さらにアメリカの Bluce と Curtis４）により示された（３）式を用いた。 

 ｄ2／Ｄ2＝ａ0＋ａ1 （ｈ／Ｈ）＋ａ2（ｈ／Ｈ）…………（１） 

 ｄ2／Ｄ2＝ｂ1（ｈ／Ｈ－１）＋ｂ2（ｈ／Ｈ2－１）………（２） 

 ｄ2／Ｄ2＝Ｃ1（ｘ3/2）（10－１）＋Ｃ2（X3/2－ｘ3）Ｄ（10－2）＋Ｃ3（ｘ3/2－ｘ3）Ｈ（10－3） 

＋Ｃ4（ｘ3/2－ｘ32）ＨＤ（10－5）＋Ｃ5（ｘ3/2－ｘ32）Ｈ1/2（10－3）＋Ｃ6（ｘ3/2－ 

ｘ40）Ｈ2（10－5）…………（３） 

 ここで、ｘ＝（Ｈ－ｈ）／（Ｈ－1.2） 

 計算結果は、 

（ｄ／Ｄ）2＝9.939526（ｘ1.5）（ｘ－1）－1.912702（ｘ1.5－ｘ3）Ｄ（10－2）＋40.481046（ｘ1.5－

ｘ3）Ｈ（10－3）＋8.363476（ｘ1.5－ｘ32）ＨＤ（10－5）＋9.701674（ｘ1.5－ｘ32） 

Ｈ0.5（10－3）－377.632640（ｘ1.5－ｘ40）Ｈ（10－5） 

 ｄ＝地際よりｈｍの位置の直径 

 Ｄ＝胸高直径 ｈ＝任意の樹高 Ｈ＝樹高 ｘ＝（Ｈ－ｈ）／（ｈ－1.2） 

 

 なお、利用材積表の作成にあたっては、利用可能未口直径を８cm とし、また、採材基準とし

ては末口直径 34cm 以上は３ｍに、34cm 以下は４ｍ、３ｍ、２ｍとした。この要領により伐期別、

植栽本数別の ha 当たり採材基準別の素材材積を示すと、表－19－１～表－19－６のとおりであ

る。 
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６）素材の販売額と生産費および造林関係費用 

（１）素材の販売額 

 さきに、伐期別・植栽本数別に末口径・材長別の素材生産量を表－19－１～表－19－６に示し

たが、その素材の販売額を材長別に示すと表－20－１～表－20－２のとおりで、販売額は 35 年

伐期の場合 ha 当たり 4,000 本植栽のとき最高額の 12,320,767 円を示し、ついで ha 当たり 3,000

本植栽のとき 12,137,143 円を、ha 当たり 2,000 本植栽のとき 11,820,095 円を示している。 

 

 

 60 年伐期の場合は ha 当たり 3,000 本植栽のとき 27,041,401 円の最高額を示し、ついで ha 当た

り 4,000 本植栽のとき 27,032,850 円を、ha 当たり 2,000 本植栽のとき 25,772,958 円を示している。 

（２）素材の生産費 

 素材の生産費にっいては 35 年伐期の場合は、素材販売額と同様の傾向を示し、ha 当たり 4,000

本植栽のとき 7,057,742 円の最高額を示し、ついで ha 当たり 3,000 本植栽のとき 6,739,851 円を、
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ha 当たり 2,000 本植栽のとき 6,331,618 円を示している。 

 60 年伐期の場合は、ha 当たり 4,000 本植栽のとき 11,523,335 円の最高額を示し、ついで ha 当

たり 3,000 本植栽のとき 11,277,429 円、ha 当たり 2,000 本植栽のとき 9,737,258 円となり、これら

の結果は表－21－１～表－21－６に示している。 

 

 



－41－ 
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（３）収  益 

 つぎに、素材の販売額から生産費を差し引いた収益をみると、35 年伐期の場合、ha 当たり 2,000

本植栽のとき 5,488,477 円の最高額を示し、っいで ha 当たり 3,000 本植栽のとき 5,397,292 円、ha

当たり 4,000 本植栽のとき、5,263,025 円を示している。 

 ha 当たり 2,000 本植栽のときの収益 5,488,477 円を 100 とした場合、ha 当たり 3,000 本植栽のと

きの収益 5,397,292円は 98.3％（－91,185円）を､また ha当たり 4,000本植栽のときの収益 5,263,025

円は 95.9%(－225,452 円)となる｡ 

 60 年伐期の場合は、ha 当たり 2,000 本植栽のときの収益が 16,035,700 円の最高額を示し、つい

で ha 当たり 3,000 本植栽のときが 15,763,972 円を、ha 当たり 4,000 本植栽のときが 15,509,615 円

を示している。 

 ha 当たり 2,000 本植栽のときの収益を 100 とした場合、ha 当たり 3,000 本植栽のときの収益

15,763,972 円は 98.3％（－271,728 円）を示し、ha 当たり 4,000 本植栽のときの収益 15,509,615 円

は 96.7％（－526,085 円）となる。 

 これらの結果から、収益面より見ると、伐期では 35 年伐期より 60 年伐期の方が有利であるこ

とを示し、また各伐期とも ha 当たり 2,000 本植栽が最も有利で、ついで ha 当たり 3,000 本植栽、

4,000 本植栽の順になっている。なお、この場合は、施業体系に示されている枝打ちの経済効果

を予測するための資料収集が、目下のところ現地では不可能なので、素材の評価においては良質

材の要素は加味せず、もっぱら並材として比較検討した。しかし、今後枝打ちに関する資料が整

備されれば、植栽間に順位の変動が表れることも予想される。 

（４）造林関係費用 

 伐期別、植栽本数別の造林関係費用を示せば表－22－１～表－22－６のとおりである。当然の

ことながら各伐期とも植栽本数の多い程造林関係費用も多くなっている。両伐期を通じて造林関

係費用の最も多いのは、60 年伐期・ha 当たり 4,000 本植栽のときの 1,546,000 円で、ついで 35 年

伐期・ha 当たり 4,000 本植栽のときの 1,514,000 円 60 年伐期・ha 当たり 3,000 本植栽のときの

1,351,500 円、35 年伐期・3,000 本植栽のときの 1,319,500 円、60 年伐期・2,000 本植栽のときの
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1,217,000 円、35 年伐期・2,000 本植栽のときの 1,185,000 円の順になっている。 
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７）内部収益率（利回り） 

 伐期 35 年、60 年、植栽本数 2,000 本、3,000 本、4,000 本別の内部収益率（利回り）を求めた。 

 計算手法は、伐期・植栽本数別に地拵えから伐期までの費用系列と収益系列を表－24 のように準備

して計算をした。また、これに関与する間伐木の収穫材積と販売額を表－23－１、表－23－２に示し

た｡ 

 計算過程はつぎのとおりである。まず求める内部収益率（利回り）をｘとし、次式を立ててＤＣ＝

ＤＲとなるときのＸが求める解となる。 

 なお、ＤＣ＝投資支出の現在価 

    ＤＲ＝粗利益の現在価 

    Ｉｎ＝ｎ年目の投資源 

    Ｒｎ＝ｎ年目の粗利益額 

     Ｘ＝内部収益率（利回り） 

 ＤＣ＝
Ｉ１

（１＋Ｘ）１＋
Ｉ２

（１＋Ｘ）２ …… ＋
Ｉｎ

（１＋Ｘ）ｎ 

 ＤＲ＝
Ｒｎ－35

（１＋Ｘ）ｎ－35＋
Ｒｎ－25

（１＋Ｘ）ｎ－25＋
Ｒｎ－15

（１＋Ｘ）ｎ－15＋
Ｒｎ

（１＋Ｘ）ｎ 

 いま、前述の伐期別植栽本数別のなかから伐期 60 年、植栽本数 4,000 本の場合を例にとり計算法を

示せば 

 ＤＣ＝
658，000

（１＋Ｘ）１＋
144，000

（１＋Ｘ）２＋
184，000

（１＋Ｘ）３＝
144，000

（１＋Ｘ）４＋
136，000

（１＋Ｘ）５＋
40，000

（１＋Ｘ）６ 

   ＝
64，000

（１＋Ｘ）７＋
128，000

（１＋Ｘ）15＋
414，055

（１＋Ｘ）25＝
624，396

（１＋Ｘ）35＋
660，140

（１＋Ｘ）45＋
11，523，396
（１＋Ｘ）60 

 ＤＲ＝
425，000

（１＋Ｘ）25＋
699，200

（１＋Ｘ）35＋
11，003，100
（１＋Ｘ）45＋

27，032，950
（１＋Ｘ）60 

 

 この場合、Ｘ＝0.04345206 のときＤＣ＝2,573,397.3931、ＤＲ＝2,573,397.3931 となって、ＤＣ＝Ｄ

Ｒを満足している。よって内部収益率は、4.3452％となった。 

 いま、この方法により伐期別・植栽本数別に内部収益率を算定し、大きさの順に並べると、 

伐朝 35 年・植栽本数 2,000 本の場合 5.08962％ 

伐期 60 年・植栽本数 2,000 本の場合 4.88823％ 

伐期 35 年・植栽本数 3,000 本の場合 4.73112％ 

伐期 60 年・植栽本数 3,000 本の場合 4.68747％ 

伐期 60 年・植栽本数 4,000 本の場合 4.34521％ 

伐期 35 年・植栽本数 4,000 本の場合 4.07500％ 

となり、伐期・植栽本数を通じて内部収益率の最も高いのは伐期 35 年・植栽本数 2,000 本の場合であ

り、最も低いのは伐期 35 年・植栽本数 4,000 本の場合である。総体的に同一植栽本数の場合は、伐期
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が低くなる程内部収益率が高くなる傾向を示したが、植栽本数 4,000 本の場合のみは、伐期 60 年の方

が伐期 35 に比べて高かった。 

 伐期 35 年でも伐期 60 年でも内部収益率は ha 当たり植栽本数 2,000 本のときが最も高く、ついで

3,000 本、4,000 本の順となっている。 

 したがって、さきの収益のところで示した伐期別植栽本数別の収益の大きさの順位は、伐期 35 年、

60 年のいずれの場合でも ha 当たり植栽本数 2,000 本のときが最も高く、ついで 3,000 本、4,000 本の

順になっており、この内部収益率でも同様の傾向が見られた。 
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８）地域施業計画による収穫予測 

 これまで述べてきたように、木頭地域のスギ林分の収穫予想をするため、スギ林分収穫予想表を作

成し、また、これら林分からの素材収穫量を予想するために利用材積表を作成した。そして、この両

者を用いて伐期・植栽本数別の立木材積の収穫予想量と、その素材生産量を径級別・材長別に本数、

材積を示した。 

 伐期別・植栽本数別施業体系は、昭和 47 年頃は当時の 20 年生以上の林分には、これまでの疎植の

傾向を加味して、疎植施業体系である ha 当たり 2,000 本植栽の施業体系が適用され、20 年生以下の

林分では、その林分の約 60％に標準施業体系である ha 当たり 3,000 本植栽の施業体系が適用され、

残りの約 40％には密植施業体系である ha 当たり 4,000 本植栽の施業体系が適用されるものと期待し

ていた。 

 しかし、その後の外材インパクトにより材価の低迷、林業生産活動の停滞により、さきにも述べた

ように、過去２～３年間の伐採齢の動向調査の結果では、那賀川流域の各町村の伐採齢は、平均 48

年～65 年の範囲内にあって、若干長伐期化しようとしている傾向が伺えた。 

 つぎに、63 年度以降実施予定の当該地域の地域森林計画で計画されている、第１分期、第２分期の

伐採面積に応じた造林面積のうち、再造林面積をスギ伐採面積とみなし、第１分期の再造林面積 940ha、

第２分期の再造林面積 1,330ha について、60 年伐期の植裁本数別施業体系別による立木材積、素材材

積を示すと、まず現実立木材積は収穫予想表の 80％とみなし、第１分期の立木材積は 2,000 本植栽の

とき 525,798ｍ3、3,000 本植栽のとき 610,850ｍ3、4,000 本植栽のとき 623,784ｍ3となり、また素材材
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積では 2,000 本植栽のとき 497,240ｍ3、3,000 本植栽のとき 590,749ｍ3、4,000 本植栽のとき 606,975ｍ
3となった。 

 つぎに第２分期の立木材積は 2,000 本植栽のとき 743,949ｍ3、3,000 本植栽のとき 864,287ｍ3、4,000

本植栽のとき 882,588ｍ3となり、また素材材積では 2,000 本植栽のとき 703,542ｍ3、3,000 本植栽のと

き 835,846ｍ3、4,000 本植栽のとき 858,805ｍ3となった。 
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６ 地域の生産体制 

１）生産者の動向 

 木頭地域における林業振興上の問題点としては、林業経営の収益性の極端な低下、林業生産活動の

停滞、林業就業者の減少と高齢化、林業就業者の後継者不在、地域林業の中核的な担い手の未成立な

どが主要なものと言えよう。木頭地域における木材需要は、全国的な傾向と同様に、50 年代に入って

停滞気味に推移している。 

 木材価格は、54 年から 55 年にかけて外材産地価格の上昇、為替相場の円安化などの相乗効果によ

って一時的な上昇を示したが、56 年には大幅に低下し、その後は短期的には若干の変動を伴いつつ長

期低迷状態が長く続いている。なお、昭和 59 年に入ってから住宅建築が回復の兆しを見せるなかで、

ヒノキ材を中心にして若干の価格上昇をみたが、米材の入荷が増加したことや、南洋材丸太の入荷の

回復などから、またもとの水準に戻っている。 

 材価の低迷の中でも林業生産コストが上昇を示したため、林業経営の収益性は一層悪化し、地域全

体の林業生産活動が停滞するとともに、林業生産や流通・加工に関係する事業体は、ますます経営が

困難化してきている。既に、表－５において素材生産の推移を検討したが、当該木頭地域全体では、

素材生産量は昭和 54 年度は 16 万 8,300ｍ3であったが、58 年度では 10 万 7,400ｍ3の水準にまで低下

し、この５年間で 36.2％も減少している。また、表－７に示したとおり、再造林と拡大造林の合計面

積も 49 年度の 523ha から 58 年度の 249ha にまで大幅な減少をみている。 

 このように、林業生産活動が著しく停滞したことから、林家を始めとする林業経営主体の経営意識

も大きく変化しており、その動向を把握する目的で林業経営に関するアンケート調査を実施した。 

 アンケート調査時点は昭和 59 年 10 月である。調査後約４か年が経過し、現在の事情とは異なる点

も多くあるが、当時の個別林業経営が抱えていた問題点を摘出し、地域林業の振興に関する意向を把

握する上で意義が大きいと考える。 

 調査対象林家は表－25 に示すとおりであり、木頭地域５か町村から木頭地域における全林家の地域

別・保有山林規模別分布を考慮しつつ計 106 戸の林家を抽出した。 

 

 表－26 に対象林家の人工林率を示したが、各規模階層とも人工林 71％以上の林家が圧倒的に多く、
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全体の 78％がこの中に入るが、一方では人工林率 30％以下の林家も認められる。 

 

 木頭地域の場合に限らず林業専業で家計を維持するのは極めて困難になっており、世帯主は林業以

外に主業を持っている場合が多い。表－27 に世帯主の主業の状態を示したが、世帯主が山林経営を主

業とする林家は 27 戸で、全体の 25％に過ぎない。一方、農業を主業とする林家は 35 戸、地元での官

公署勤務を主業とする林家は 20 戸あり、各々全体の 33％、19％となっている。 

 

 保有山林規模の拡大に伴って山林経営を主業とする林家が増加する傾向が認められるのは当然の

結果とはいえ、林業外に収入源を依存している林家が圧倒的に多い。表－28 に主要な収入源を示した

が、回答数では農業が一番多く、次いで山林経営、官公署勤務、林業労働、日雇い、シイタケ等特用

林産経営、素材生産業、製材業の順となる。昭和 48 年時点の調査では、山林経営と素材生産業を併

営する形態が多く認められたが、今回の調査では、素材生産業が極めて少なくなったのと、日雇いが

増加した点が注目される。材価の低迷による素材生産量の長期的減少が素材生産業者の数をこのよう

に大きく減少させた原因と考えられる。 
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 収入源として将来に期待するものに対する回答を表－29 に示したが、一般用材の主伐と間伐に対す

る期待が圧倒的に高い。シイタケ原木生産やパルプ材生産、シイタケ原木生産やパルプ材生産、シイ

タケ栽培も若干ながら挙げられているが、地域全体の人工林化が極端に進んだ木頭地域においては、

広葉樹に依存する業種は殆んど期待できる状況ではない。柑橘類を対象とした苗木生産は現在既に一

部の地域で開始済みであり、将来有望と考えられるが、木頭地域全体として取り組むには余りにもマ

ーケットが小さいと思われる。 

 

 材価の長期低迷で林業生産活動が停滞し、先に検討したように林業への依存度が大きく低下してい

るが、それでもなお一般用材の主間伐収入を当てにする必要があるほど木頭地域では林業との深い係

わりができ上がっていると言えよう。 

 山林経営の将来方向に関する意向は表－30 のとおりである。どの規模階層でも家族労働を中心に経

営を進めるという回答が多く、全体の 55％に達している。一方、雇用労働力に依存した経営を目指す

という回答は 30ha 以上の大規模階層に若干認められるものの、その数は極めて少ない。過疎化の進

行と共に被雇用林業労働力が減少したこと、ならびに林業経営コストの経減を図ることがその要因と

考えられる。経営は自分で行い作業は森林組合へ委託したいという回答は全体の 23％を占めているが、

森林組合へ経営委託したいという回答は僅か８％と少なく、森林組合へは育林作業の肩代わりを期待

している林家が多いことが分かる。数人共同で作業を行うという回答は 30ha 以上の階層において極
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く少し見られるが、分収造林を多くする等の回答は極めて少なくなっている。 

 

 さて、木頭林業の発展を図る上での問題点に関する回答が表－31 である。回答が多くの項目に分散

するとともに、何れにも属さないその他の項目を選択した回答も多く、必ずしも一定の傾向は見い出

せない。余りにも問題点が多くあり過ぎ、どれが特に問題と言える状況ではないということを意味す

るものと考えられるが、材価の先行き不安、林業後継者の不在、林業労働力の不足、林業労働者の老

齢化等が問題であると指摘する意見が多い。従来、木頭林業地域では不在村の山林所有者が多いこと

が地域林業の発展を図る上で問題であるとする意見が多かったが、今回のアンケートの結果では、こ

の点を指摘した意見は認められない。 

 木頭地域における森林・林業について自由記入欄に記載された意見を集約すると次のようになる。

すなわち、林業家と林業労働者との連携が必要である、労働力不足と後継者不在が問題、官公署の建

物に木を使用するように積極的に行動する必要がある、スギの銘柄化を進める必要がある、森林組合

が大型化し、生産から加工販売、購買信用、共済事業まで一体的に行う態勢の確立が必要である、磨

丸太等の特殊材を生産するように森林の造成方法を変更していく必要がある。従来のような素材によ

る販売をやめて、２次加工を行い付加価値を付けてから販売すべきである。 
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 さらには、現在のことにとらわれず、20 年、30 年先の事を考えて、たゆまず枝打と間伐を実行す

ることが林業家としての将来に対する義務である。零細規模の林家の林業経営は森林組合が担当して

行うようにする必要がある、人工林によるスギ・ヒノキの生産は過剰であるので、クヌギ・ナラ等の

シイタケ原木の生産に切り替えるべきである、果樹の植付も奨励する必要がある、スギ一片倒をやめ

て山菜その他の特用林産物の生産に転換すべきである、副収入の道が確保できれば長伐期へ持ってい

くことも可能となる、等の意見が見られた。 

 さらに、このアンケートでは、木頭林業地域の林業の発展を図るための、国・県・町村に対する行

政上の要望について意見を求めたが、回答として次のような意見が見られた。すなわち、林地流動化

を促進し、意欲ある若者が林地を取得しやすいように資金の貸付を容易にし利子補給を行う必要があ

る、内地材の利用と外材のストップを国の政策として行うべきである、森林組合と農協の統合を進め

ることが重要と考える、相続税の軽減措置を考えて頂きたい、森林組合の広域合併による大型化を進

める必要がある、林業・作業道の整備を積極的に進める、長期低利資金の融資制度の確立が必要であ

る、木頭林業の発展のためには森林組合が中心となって取り組むと同時に森林組合が円滑に運営でき

るように県町村が強力にバックアップすべきである、等である。 

 さらに、町村単位で地域に根づいた幅広い林業指導員の養成が必要である、弱体な森林組合の育成

と強化を行い、地域の林業を森林組合を中心として進める必要がある、市町村の枠を越えた、木頭地

域全体での森林組合を統一し、大型化を進める必要がある、労務の共同化を進める必要がある、除間

伐事業の補助金の増額を望む、地域で林業界、製材界が団結して産地形成を進め、育林から加工販売

まで一貫した態勢を造り挙げる必要がある、相続税の軽減を求める、森林組合の組織再編成により流

通・加工・販売に至る総合対策を行う必要がある、間伐材は丹生谷を１グループとして捉らえ全域的

にその活用を図る必要がある等の意見が見られた。 

 以上のように意見は広範囲に分散したが、大きく集約すると、林業労働者の老齢化と後継者不在、

税制上の優遇措置、一般用材生産から高価値材の生産への展開、森林組合の大型化による地域林業の

組織化、林道・作業道の開設による搬出コストの低減、地域リーダーの養成とキメ細かい施業による

良質材生産態勢の確立となろう。木頭地域では早くから林業構造改善事業を積極的に取り入れ各種施
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設の建設や機械類の導入・作業道の開設が行われてきたが、表－32 は、林業構造改善事業に対する要

望を整理したものである。ここでも意見は広範囲に分散したが、林道・作業道の開設ならびに除間伐

対策の進展と間伐材の処理施設に対する要望が大く出てきている点が注目される。 

 

 

２）製材業者の動向 

 木頭地域を貫流する那賀川は、古くから同地域で生産された木材を下流域へ流送するための手段と

して利用されてきた。そして、この流送による木材の搬出は、地域に多数の製材業の展開を促したが、

那賀川下流の沿岸製材業者の多くは、上流域から流送されてくる木材の加工のみに留まらず、木材流

通の利権の掌握、さらに木頭林業地域での山林取得へと発展し、木頭林業の展開に対して大きな影響

力を行使してきた。 

 しかし、戦後間もなく那賀川の電源開発が進行するとともに、多数のダムが建設され、従来の流送

から陸送に変わり、これが木材流通構造を大きく変化させた。一部の製材業者は内地材製材から外材

製材へ転換し、業種も多様化した。このことは、下流域製材業者が掌握していた木材流通の利権の消

減と同時に、それまで得ていた多額の利益が失われることになった。 

 このような、歴史的な経過を持ち、当額地域の流通の担い手である製材業者が、長引く林業の低迷

に対していかなる対応を示し、また、いかなる考え方で業界の将来を展望しているかをアンケート調

査により把握した。アンケートは昭和 59 年９月に実施したが、その後現在までに約４か年が経過し、

現在の事情と異なる点もあるが、当時の製材業が抱えていた問題点を摘出し、製材業界の対応方向を
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採る上で意義が大きいと考えられる。 

 調査の実施に当たっては、那賀川流域の５か町村に存在する製材業を内陸製材業者、また那賀川下

流の羽ノ浦町と河口沿岸の那賀川町、阿南市に存在する製材業を沿岸製材業者として区別し、さらに、

各々を出力規模でグルーピングした。調査の実施に当たっては調査対象者を厳選し、事前に用意した

アンケート調査用紙を併用した面接調査により行った。調査対象の抽出は、工場立地（内陸部と沿岸

部）と経営規模（製材機出力規模）により行い、地域的な偏りが少なく、さらに各規模階層を代表す

ると考えられる 16 工場を選定した。 

 表－33 は、調査対象となった製材工場の立地を示したものである。概して沿岸製材工場の方が経営

規模が大きいことが分かる。 

 

 表－34 は、調査前５年間の従業員の動向に関する内容であるが、沿岸製材の 100KW 以下の中小規

模工場では従業員数が大きく減少しているが、100KW を越える大規模工場では就業員が僅かに減少

した所が１工場、また変化していない所が１工場あり、従業員数の減少は比較的少なく、現状の水準

を維持してきている。 

 一方、内陸製材では、100KW 以下の中小規模工場では従業員数の変動は少なく、現状維持の状態

で対応しているが、100KW を超過する大規模工場では従業員数を大きく減少させた所が１工場、ま

た、少し減少させた所が１工場あり、総じて経営規模の大きい工場での従業員の減少が顕著となって

いる。 
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 表－35 は、５年前と比較したときの国産材原木に占めるスギ小丸太の割合の変化をみたものである。

内陸製材の１工場で大きく減少させた所が認められるだけで、その他の工場では内陸、沿岸を問わず

変化していないが、少し増加した所が多くなっている。スギ小丸太の動合を増加させた理由としては、

小丸太の価格安と入手易、中丸太以上の入手難を指摘する工場が多い。長引く林業不況により製材業

経営活動が停滞しているとはいえ、木頭スギとの関係が以前と同様か、それ以上に維持されているこ

とが分かる。小丸太の製材原木としての今後の見通しについては、５工場が現在よりさらに増加させ

たいと回答し、また５工場が現在の水準を維持したいと回答しているが、現在より減少させたいと回

答した工場は見当らない。中には、木頭林業の将来を配慮し、他産材を減少させつつ木頭材を最優先

で取り扱っているとした製材工場も見受けられた。 

 

 量的には相当量の原木を処理しているものの、内陸、沿岸を問わず製材工場は多くの経営上の問題

点を抱えている。表－36 は、経営上の問題点を整理したものであるが、問題点は経営立地や経営規模

によって一定の傾向が認められるわけではなく、多岐に分散している。回答の最も多かった項目とし
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ては製品の販売不振を挙げたのが 12 工場、製品市況の低落を挙げたのが９工場あり、この２項目が

圧倒的に多い。次いで資金不足、原木の質的低下を各々７工場、６工場が挙げており、これらが上位

の問題点となっている。内陸製材の大規模工場と沿岸製材の小規模工場では原木不足を指摘している

所も見受けられる。総じて、工場設備の不備・老朽化・過剰、工員の不足・老齢化、工員の熟練度の

低下を経営上の問題とした工場は少なく、大部分の工場で製品の販売不振ならびに製品市況の悪化が

問題であるとしている。 

 

 表－37 は、今後の工場経営の方針に関する設問に対する回答を整理したものであるが、経営規模や

立地を問わず販売活動の強化を指摘する工場が圧倒的に多く、次いで原料の効率的利用や省力化の方

向での対応、製品の多様化と経営の多角化を挙げている工場が多い。長引く不況にもかかわらず経営

規模の縮小や事業の転換、従業員の削減、事業転換や廃業の方向をとるとした工場は皆無に等しく、

大多数の工場で一定の操業度を維持しつつ、販売力の強化で対応しようとしていることが窮える。も

っとも、工場内の省コスト努力は限界近くまで行ったが、以前からの雇用関係から従業員の整理には

手が付けられないという工場もあり、この辺りが真相を如実に示しているとも言えよう。 

 ところで、このアンケート調査では、製材業者からみた木頭林業の将来、木頭林業地域の発展に対

する取り組み、さらには製材業界の今後の歩むべき方向について自由記入の形で問うたが、示唆に富

む意見が多いので、次に整理しておきたい。 

 意見は、内陸製材と沿岸製材に区分して示すが、内陸製材業者からは次のような意見があった。す

なわち、国産材価格の上昇を望み、景気全体の浮上を期待している。木頭材製品に対する研究開発の

必要性が大きい。木頭材は水分が多く、そのうえ黒芯が多いのが問題。原木の量的確保が今後の問題

となるため、原木の共同仕入れを進めるとともに、共同で大量の注文をこなす組織の確保が必要であ

る。業界が共同歩調をとり、全体で現実を乗り切る必要がある。地元材は地元で製材し、付加価値部

分を地元に還元する。不在地主が多いのが問題である。キメの細かい補助・融資制度の確立が必要で

ある。原木のままでの県外への移出を制限せよ。森林組合の育成による木頭林業の伸展、森林組合共
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販所の拡充など森林組合の強化に関する意見もみられた。また、外材の輸入制度による国産材価格の

上昇を期待する、原木高の製品安の状況から速やかに脱出し、製材業の経営の安定を望む。共同仕入

れ、共同販売による現状の打破。共同製材品集積場の開設、等の意見も見受けられた。 

 

 さらには、低利の運転資金の融資制度の確立、間伐を促進することが今後の大きな課題、間伐材の

輸出を促進する、製品市況の組織的提供を期待する。内地材製材所の設計および製材機械の標準化お

よび製材機械の近代化を進める必要がある。設備の能率化による人件費・経費の圧縮。内地材の良さ

を国民に周知させ、内地材の需要喚起を進める。森林組合を中心にして製材業者、山林所有者が一堂

に会し話し合う組織の確立を図り、内地材に関係する業者の一体化が重要である。木頭・相生の良質

材を共販所で積極的に販売するとともに、木頭材のブランドの確立を図るために宣伝を活発に行う。

農林省と通産省との政策の違いの是正、県独自に県内産材の需要開発を進めよ等である。 

 また、沿岸製材業者からは次のような意見がみられた。すなわち、同業者の過当競争状態の緩和、

安い原木の仕入れ機構の確立、県内産材は県内で製材すると基本的考え方の確立、県有林材の積極的

な活用を図る。また、規模を縮小し従業員を減らして身軽になることが製材業者の採るべき最善の途

である、製材再編整備事業の実施がいまこそ必要である。林道網の整備・林内作業道の開設による搬

出コストの大幅な低減、在来工法大工の高齢化と後継者不在が最大の課題、在来工法で建築できる大

工の組織的養成、木造住宅の質を改善し、需要を喚起する必要がある。 

 さらには、大量注文に即応できるよう製品の備蓄を進める必要がある。特殊な製材品を造り付加価

値を高める、製品の特化による市場支配力を高める、木頭材の質的低下が憂慮されるので、間伐と枝

打の励行による材質の確保が必要である。また、製材業は技術水準が低く新規参入が容易であるため

先発企業の優位性が皆無である、製材業者の数が多すぎるため整理が必要な時期にきている、小規模

な製材業者が乱立しており、共同組合へ結束する力が弱いのが問題である。構造不況下にあるため、

製材機械の買い上げによる業界内の調整が必要である。製材一辺到をやめて兼業化の方向で対応する

時期にきている等である。 



－60－ 

 以上が主要な意見であるが、川上・川下の連携による地域林業の組織化と活性化を指摘した意見は

見られなかった。当地区の場合、製材業者は競争意識が根強く、協調や共同行為などを嫌う風潮が潜

在的にあり、共同化や集団化が進み難いことが指摘できよう。また、那賀川流域では、今迄どちらか

と言えば、川上と川下が対立関係になる場合が多かったが、これからは両者を結合させた地域林業の

組織化が要請されることになり、そのための組織を如何に構築するかが今後の大きな課題となろう。 

 地域林業の中核的担い手として森林組合の果す役割は大きい。森林組合に対して地域住民から多く

の期待が集まっていることはアンケートの結果からも明らかである。本地域には５つの森林組合が存

在し、事業活動を行っているが、事業シェアーは造林事業が 29％、素材生産販売 12％、保育事業 40％

と低調であり、潜在的な力を発揮していない状況であり、国産材の安定的な供給体制の整備に向けて

流域町村が一体となった総合的な対策が要請される。当地域の場合、歴史的に川上・川下に分極化さ

れた生産・加工体制が出来てきたため、地域の林業生産活動は地域外の製材加工業界の強い影響下に

置かれてきたが、素材の加工度を高め付加価値を大きくして地元所得として実現させるためには、地

域内製材工場の統廃合と拠点的な製材加工施設を設置し、製材品の銘柄化を図っていく必要がある。

このことは、地域における就労機会を増加させ、地域社会の活性化に寄与することになる。 

 さいわい、本地域の関係町村の合意により、丹生谷地域国産材主産地形成対策協議会が設立された

ことの意義はきわめて大きい。国産材流通加工施設の整備に関する事業としては、間伐材の高度利用

と付加価値の向上による需要拡大を図るため木頭村に協同組合方式による集成材加工施設が設置さ

れた。また、製材施設の整備としては、丹生谷製材協同組合に加入している組合員の既存施設につい

て効率性から検討を加えるとともに、新規施設を導入した地域の拠点となる製材工場が鷲敷町に設置

された。さらには、大工・工務店・林研グループが一体となった若杉林材加工組合が創設され、建築

材の部材加工施設が鷲敷町に設置されたことは大きな意義を持つものと考えられる。若杉会は、搬出

組織の先駆的形態である杉生会メンバーの子弟で構成されているが、木頭地域における杉生会のもつ

意義について、次章で検討してみる。 
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７ 杉生会と若杉会の評価 

１）杉生会の沿革 

 蔭谷在住の中原啓介と中川嘉彦、および蔭谷在住ではないが蔭谷の近くに住む西浦輝昭の３名が、

昭和 37 年の夏から小規模の下刈作業の手間替えを始めた。その目的は作業能率の高度化を目指しな

がらも、最大の目標は山仕事に付きまとう孤独感からの解放であった。 

 もちろん、杉生会の成立過程における手間替作業の導入は、蔭谷集落に根差す伝統的な手間替の慣

行によるとは言え、３名の目指すものは親からの自立が大きな目標であった。 

 ３名の手間替による下刈作業から、伐木・造林・集材へと各種作業へ参入したいという意欲の高ま

りとともに、これまで蔭谷に存在していた素材業者と競合するようになったため、これら素材業者と

話し合って一諸に仕事をするようになった。 

 そこで前記３名にこれまで伐木労働に従事していた井上久男、若山忠治、石橋康弘、若山幸男の名

が加わって、昭和 43 年２月６日７名による杉生会が表－38 のように誕生した。 

 

 杉生会は、事業の拡大を図る一方、画期的な搬出機械としての〔オバＱ〕を開発した。「オバＱ」

は２ｔトラックのシャーシーと８～10 馬力の農用発動機を組み合わせて作られた林内運搬車で、車体

の幅は 105～110cm、４輪駆動で登坂力も強く制御も容易で、狭い山道でも小回りがきき木材搬出に

抜群の力を発揮した。 

 杉生会の会員達は搬出の合理化と相まって、木材の有林な販売方法の開発に着目し、月３回交替で

木材市場に調査に出掛け、木材の価格変動や、市場の荷動き等に関する情報を収集し、木材販売にお

ける付加価値向上の方途を研究した。しかし、このような経過の中で会長の中原啓介氏が昭和 44 年

２月 27 日不慮の交通事故で死亡した。 

 中原会長の死後、石田秀雄氏が新たに加入した。 
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 杉生会は、事業実行の過程での資本装備の推移を見ると、昭和 41 年から 46 年までは個人の負担で

機械を買っていたが、昭和 47 年から第２次林業構造改善事業が導入され、補助金により機械を装備

することが可能になり、それらは杉生会の共有財産となった。そしてこれを機会に、これまで各人が

個別に購入していた機械類を、会員が分担金を出し合って杉生会の共有財産にした。その結果昭和 62

年度末には、表－39 のようにチエンソー19 台、集材機７台、集材機用エンジン１台、オバＱ５台、

マイクロバス１台、トラック２台を保有するに至っている。 

 

２）杉生会の現状 

 杉生会の存在する徳島県相生町蔭谷の総土地面積は 594ha で、そのうち田は８ha、樹園地２ha、森

林 528ha、その他 55ha である。また、現在の杉生会の構成員と土地所有の状況は表－40 のとおりで、

構成員は７名で１名当たりの平均土地所有状況は、田 52ａ、畑 20ａ、人工林 38ha、天然林１ha とな
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っている。さらに７名の杉生会会員を含む集落 18 戸の所有林には森林施業計画が樹立されている。 

 

 杉生会の会員の活動力の源泉となっている各種資格、免許を示せば表－41 のとおりであり、また杉

生会が昭和 61 年度までに開設した作業道は２線 800ｍ、木馬道は３線 2,000ｍであり、今後の計画と

しては１線 500ｍの作業道が計画されている。なお蔭谷に開設されている林道の総延長は２線 4,500

ｍである。 

 

 杉生会の平均１人当よりの年間投入労働量は 44 年度延 130 人だが 61 年度は 303 人となっている。 

 また、杉生会では会を運営するための経費や、機械の修繕とか新たな資本、装備のために、請負の

仕事とか自分達の山仕事等でｍ3当たり 1,000 円づつ貯めておくことになっていたが、現在は１ｍ3当

たり 1,500 円（５円／才）を貯めている。 

 杉生会の年度別事業量の推移を昭和 43 年度から 62 年度の期間で示すと表－42 のとおりで、新植は

０ha～10ha の範囲で推移し、下刈は０ha～42.7ha の範囲で推移している。主伐生産は 800ｍ3から 1,400

ｍ3の範囲で推移し、間伐生産は 50ｍ3～200ｍ3の範囲で推移している。 
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 なお、新植・下刈り等の造林業務が 61 年度以降皆無になっているは、61 年以降外部に委託に出し

ているためである。 

 若杉会の賃金は１日 65 歳以上は 6,500 円、65 歳以下は 7,500 円である。ただし入会後３か月間は

6,500 円である。また、社会保障は労災保険のみ掛けている。 

 一方、杉生会に密接に係わっている竜田建設は、昭和 38 年に町内の竜田大工を中心に５名の大工

が集まって組を作ったが、44 年３月現在ではその組は竜田建設として大工 13 名（町内８名、鷲敷町

５名）左官屋３組８名、建具屋２軒、畳屋２軒、新建材屋１軒より構成されていた。しかし、62 年現

在では、大工 13 名、左官屋２組６名、建具屋２軒、畳屋２軒、新建材屋１軒からなっている。 

 竜田建設の活動状況を述べると、昭和 44 年現在年間平均 25 戸の木造住宅を建てていて、13 名の大

工が年中フルに働いても、注文の３分の１しか応じ切れない状態と言われていた。現在は年間約 50

戸の注文があるが、現在の執行体制では 30 坪以上の木造住宅を年間約 30 戸程度建設しているに過ぎ

ない。 

 また、竜田建設の建築範囲は、昭和 44 年当時は町内 10％、郡内 20％、郡外 70％となっていたが、

昭和 62 年現在の状況は、町内 30％、郡内 10％、郡外 60％となっている。 

 さらに、竜田建設の杉生会への材の注文状況は、昭和 44 年度から 57 年度までは年平均 800ｍ3程度

で、58 年度 600ｍ3、59 年度 1,000ｍ3、60 年度 1,000ｍ3、61 年度 1,100ｍ3、62 年度 1,200ｍ3となって

いる。 

 

３）若杉会の現状 

 杉生会は、竜田建設からの注文素材の生産要請に応じてきたが、時の経過とともに素材生産だけで

なく、生産材の付加価値の向上と、杉生会の子弟の職務の斡旋、および後継者の養成を兼ねる目的で

蔭谷杉生会と木造住宅建築を業とする竜田建設との連携により、木造住宅の一貫生産に取り組む「若

杉林材加工組合」が昭和 58 年に結成され、表－43 のような構成メンバー９名で発足した。代表者は

東野有男であるが、その中には杉生会のメンバー４名と竜田建設の社長が入っている。 
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 若杉林材加工組合は、結成と同時に小規模な製材とソギ板加工施設のもとに活動を開始した。59 年

度には、地域営林集団育成事業（県事）の導入により住宅部材の省力化を図るために自動一面、直角

むら取り、超仕上げカンナ盤を整備した。60 年度には、国産材主産地形成対策事業によりミニプレカ

ット施設と作業棟を設置した。 

 なお、現在の工場施設の内容は表－44 のとおりである。 

 

 また、若杉林材加工場へ入荷しているのは、表－45 のように大半が杉生会で、ついて森組市場、素

材業者、山林所有者の順になっている。 
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 さらに、製品の出荷先と出荷量は表－46 のように竜田建設が大半で、若干個人に出荷している。 

 

 木造住宅の一貫生産システムにおける杉生会と若杉林材加工組合および竜田建設との間における

役割分担は、以下のとおりである。 

（１）竜田建設は独自の需要者と対応し、その注文内容にしたがい若杉林材加工から材を購入する

計画をたてる。 

（２）竜田建設からの情報により、若杉林材加工組合は杉生会に用材の調達を依頼し、杉生会から

の納入材で建築用材（長尺・乾燥材）をそろえる。 

（３）若杉林材加工組合はこれを製材し、竜田建設が指定する期日、場所に搬入する。 

 また、昭和 59 年度の活動状況は、一般住宅 30 戸、木造鶏舎６棟を建設し、60 年度は一般住宅のほ

か、平野小学校の木造校舎を建築した。 
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４）杉生会と若杉会の評価 

 杉生会と若杉会の評価に先立ち、両者の活動の現状についてはさきに述べたとおりであるが、この

ような組織は、地域林業振興において欠くべからざる組織である。何故なら、同じような環境条件を

有する地域にあって、このような組織の形成・成立を期待しながらも、仲々出来ないのは何故か、そ

の要因を分析することにより、この組織の希少性やユニーク性に改めて感心させられる。 

 すなわち、杉生会は生産現場で共同作業に従事しながら各個人は協調と連帯性を高めて、次第に共

同作業種目を拡大し、林業所得の向上を図る一方、地区内の可能労働者に対し、生産性の向上と計画

的に作業配分の出来るような施業を進めてきた。 

 また、若杉会は発足間がないが、生産材の付加価値を高めるため、加工部門の発展を目指している。 

 杉生会のこのような労務システムの形成を可能にした条件としては次のような事項が考えられる。 

（１）地域環境 

 農作業における協業の実態と経験が山林作業における協業・手間替え作業の導入を容易にし、

「杉生会」の創設に影響を及ぼした。また、山林経営の過程で認識されたコストダウンの必要性

が造林事業の手間替えの導入から林産事業の協同化へと発展させた要因と考えられる。 

（２）経営内容 

 各人の田、畑、山林の所有規模は格差はあるものの、林業収入の所得に占めるウエイトは大き

く、林業収入への依存度は高い。しかし、グループ結成直後の収入に比べ、時の経過とともに共

同作業による労賃所得の増加が、それまで恒常的な自己山林の伐採に依存していた収入をカバー

し、山林所得に対する依存度の高いと言う共通性は、７人の結束に有効に働いたものと思われる。 

（３）家族構成と会員の家庭的地位 

 家族構成は５人～７人で構成されており、また、７人は長男と同様の状態にあって、家庭的に

は後継者の立場にあり、世帯主的存在である。家庭間の年齢の格差はあっても７人の会員の協業

から生ずる信頼性と親密さは、お互いの家族間の協調性と親密の度を深めさせた。 

 しかし、このように各家庭間の親密さが保たれ協調性が保たれるのも、７人の夫婦の人間性や、

人格的信頼性によるもので７人を団結させた原動力となった。 

（４）会員の技術水準の平均化 

 杉生会会員の相互の技術水準の向上に対する努力により、杉生会のメンバー相互の技術水準が

平均化され、それと同時にメンバー相互の杉生会の運営に対する自由にして平等な発言を促し、

また、賃金配分を均等にした。そしてこのことも、杉生会成立の大きな原動力となった。 

（５）杉生会・若杉会の発展の可能性 

 これまで一般的に言われている共同化や協業化は「言うは安く行うは難し」と言うのが実態で

ある。しかし、その難しさを克服して共同化の実を挙げている杉生会・若杉会の成立を可能にし

ているものは何かと言えば、それは個々人の信頼関係がベースになっていて、しかも、同一賃金・

同一労働の精神に根差しているものと思われる。 

 したがって、杉生会のこれまでの成立発展の過程をみると、個々の信頼関係に基ずく事業の共同

化・報酬の均一化に維持されてきたものと思われる。 
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 某所での中国東北部よりの引揚げ農民による共同事業が、第一世代で成功したのに第二世代で瓦解

した原因がやはり報酬の問題、すなわち共同化よりも個人経営の方が儲かるという、第二世代の意志

によるという例を見聞するとき、今後の両組織の維持発展を図るためには以下の事項が課題となる。 

１．事業の拡大による報酬の増大 

２．コンスタントな事業量の確保 

３．事業運営資金の確保 

 事業運営資金の確保については、とくに現在杉生会の事業はその大半を竜田建設からの事業発注に

依存していて、仕事の確保もさることながら、それ以上に資金的に依存しているのが実態である。 

 例えば竜田建設が買入れた山から用材を搬出して、竜田建設に納入するとか、あるいは若杉会を通

して製品化して納入しているのが現状で、杉生会独自の資金により事業を確保するまでには至ってお

らず、これを確立することが今後の組織発展の大きなキーポイントとなるものと思われる。 
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８ 森林施業と生産流通の在り方 

 地域性に立脚した林業の総合的管理方式を主題に、地域開発や地域振興を考慮した林業の総合的管理

方式について研究を進めてきた。すなわち、地域に根差した林業生産を行うためには、地域に適した樹

種選択が必要であるが、幸いにも当地域にはスギの適地が多くスギ用材の生産が行われてきた。 

 しかし、スギに適し生長も良好であるが故に、ただ太るに任せてきた恨みがあり、さきに優良材生産

を橋榜した施業体系が示されながら、これが十分に機能しなかったように思われた。 

 したがって、筆者等はここに、さきの施業体系を尊重しつつ伐期別・植栽本数別に収穫予想表を作成

し、これによる立木材積と、さらにこれに調製した利用材積表を適用して素材材積を予測し、現行森林

計画にもとづく素材生産量を試算して示した。 

 また、これら素材材積の販売額と生産費を推定し収益を算定したが、伐期別では 35 年伐期よりも 60

年伐期の方が有利であることを示し、植栽本数別では、各伐期とも ha当たり 2,000本植栽が最も有利で、

ついで 3,000 本、4,000 本の順になっている。 

 さらに、これを内部収益率（利回り）の観点より見ると伐期 35 年 2,000 本植栽のときが 5.1％と最も

高く、ついで伐期 60 年 2,000 本植栽のとき 4.9％、伐期 35 年 3,000 本植栽のとき 4.7％、伐期 60 年 3,000

本植栽のとき 4.7％、伐期 60 年 4,000 本植栽のとき 4.3％、伐期 35 年 4,000 本植栽のとき 4.1％の順にな

っていて、同一植栽本数の場合は、伐期の低いほど高い利回りを示し、植栽本数 4,000 本の場合のみは、

伐期 60 年の方が 35 年に比べて利回りは高かった。 

 総体的に、収益、利回りとも植栽本数別では 2,000 本植栽が最も有利で、ついで 3,000 本植栽、4,000

本植栽の順になっていて、これまで現地で行われてきた、並材生産の場合の疎植・大径材生産の有利性

を示しているように思われる。 

 しかし現在のような材価の低迷、林業生産活動の停滞する社会経済情勢のなかでは、施業体系を一律

に決定することは難しく、いきおい長伐期指向になるもの止むを得ない状況にあり、上記予想表等の検

討も含め、今一度長期展望に立った施業体系を見直す必要があるように思われる。 

 一方、生産流通の在り方としては、地域の森林資源はかなり成熟しているものの、外材輸入の増大、

材価の低迷による生産量の減少傾向、過疎化にともなう労働力の減少と老齢化・女性化と言った悪条件

のなかで、地域では基盤整備と間伐対策が進められ、資源の有効利用と資源の付加価値増大を目指して

のコスト・ダウンが図られている。 

 しかし、さきにも述べたように森林計画にもとずき生産された、これら素材の伐採・搬出の担い手の

大部分は、素材業者と森林組合に依存せざるを得ないものと思われる。 

 いま、昭和 61 年度の林業事業体調査により、地域の素材生産への係わりを見ると、17 会社（素材 44,900

ｍ3、パルプ 6,000ｍ3）、５森林組合（素材 14,938ｍ3）、34 個人営事業体（素材 39,900ｍ3）、２任意団

体（素材 3,000ｍ3）の総取り扱い量は素材 102,738ｍ3、パルプ 6,000ｍ3である。また、63 年度の１人親

方実態調査でも、81 人の１人親方がリストアップされていて、個人または数人の協業で素材生産に係わ

っていて、事業体、１人親方の素材生産への依存度の高いのが伺われる。 

 なかでも、本地域の５森林組合の活動状況を販売事業と林産事業について、昭和 57 年度～61 年度の
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５年間の一般材用の販売高と販売材積の平均値を用いて、５森林組合の県全体の森林組合に対する割合

で示すと表－47 のとおりで、一般用材の販売高は 58％、販売材積は 55％である。 

 

林産事業における一般用材の受託・買取販売高は 58％、販売材積は 53％で、素材販売における地域５

森林組合の県全体の森林組合に対するウエイトの高いのが伺われる。 

 これまで、生産・加工・流通・販売の各部門は、どちらかというと個別独立的に機能しているため、

生産された素材の最終販売価格を下げることが難しく、したがって各部門の有機的連携を強化し、トー

タルコーストダウンと付加価値の向上を図り、山元生産者へのメリット還元を図る必要がある。 

 このことは、現地生産者、製材工場の経営者、不在村の大規模山林所有者に対するアンケート調査の

結果からも、それぞれが木頭スギの有効利用と付加価値の増大を図るため、川上から川下にかけての生

産・加工・流通・販売を含めた組織化の必要性を訴えている。 

 したがって、これらの現地の意向を踏まえて、本地域には国産材供給体制整備事業が導入され、昭和

60 年度～63 年度にわたり国産材の付加価値向上を目指して表－48 のように、丹生谷製材協同組合の製

材施設の整備、木頭杉集成材加工協同組合の設立、若杉林材加工組合の施設整備、国産材活用ＤＩＹ施

設の整備、さらには 1,850ｍと 1,500ｍの２路線の林道開設が計画実施されている。 
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 そして、このような実施計画にもとずく林産物の生産・加工・流通・販売の将来模式を示せば図－６

のとおりで、さらに最終的に川上から川下にかけて生産・加工・流通・販売組織の一体化したシステム

として「県南システム（近未来）」、「県南システム（将来像）＝県北システム」を図－７、図－８の

ように示している。 

 このような経過のなかで、生産・加工・流通・販売を一元化する手段として、本地域には杉生会のよ

うなユニークな生産組織があり、加えてこれに連動する形での若杉林材加工組合、および竜田建設との

３者による生産・加工・流通・販売の組織化のミニ版がある。 

 したがって、那賀川流域全体を対象として、これらの長所を取り入れたため生産・加工・流営・販売

の小さな組織を設立可能な地域に導入し、このような多数の小規模な組織を設定すると同時に、これら

を相互に連携させて、流域全体としての生産・加工・流通・販売のシステム化を図る一方、施業体系の

見直しや選択により、均質で、一定量のコンスタントな目標生産材の供給を確保することにより、地域

の主産地化を図るとともに、国産材の消費拡大・付加価値の増大を促進することにより、生産者へのメ

リット還元と、地域振興に寄与するような管理方式を確立する必要があると考える。 
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51 徳島県那賀上那賀町：山村林業構造改善事業計画樹立資料（昭和 57 年指定） 

昭和 56 年３月 

52 徳島県那賀郡木頭村：山村林業構造改善事業計画書（昭和 57 年度指定） 

昭和 56 年３月 

53 鷲敷町刊：鷲敷町誌  昭和 56 年 12 月 

54 徳島県那賀郡相生町：あいおい  1982 町勢要覧 

昭和 57 年 

55 上那賀町刊：上那賀町誌  昭和 57 年１月 

56 全国林業構造改善協議会：徳島県相生町  国産材加工施設の設置について 

昭和 57 年３月 

57 徳島県那賀郡木頭村：木頭林業振興地域整備計画書（昭和 56 年度指定） 

昭和 57 年３月 

58 徳島県那賀郡木頭村：“豊かな村づくりをめざして” 

木頭の産業  昭和 57 年 11 月 

59 木沢村：木沢村総合振興計画  昭和 57 年３月 

60 第 33 回日林関西大会：シンポジウム資料－木頭林業の振興方向について－ 

1982 年 11 月 

61 全国林業構造改善協会：徳島県相生町新林業構造改善事業・森林総合利用促進事業計画診断書 

昭和 58 年度 

62 徳島県上那賀町：かみなか  1983 町勢要覧 

昭和 58 年 

63 日本住宅・木材技術センター：市場調査事業報告書（５の４） 

－＜国産材（西川材・徳島産スギ材）利用実態調査＞－Ｐ53～75  昭和 58 年３月 

64 徳島県那賀郡上那賀町：上那賀町林業振興地域整備計画書（昭和 57 年度指定） 

昭和 58 年３月 

65 徳島県那賀郡上那賀町：上那賀町林業振興地域整備計画資料（昭和 57 年度指定） 

昭和 58 年３月 
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66 徳島県那賀郡相生町：相生町林業振興地域整備計画書（昭和 58 年度指定） 

昭和 59 年３月 

67 徳島県鷲敷町：鷲敷町総合計画書〔基本構想・基本計画〕 

－健康でぬくもりのある豊かな町をめざして－  昭和 59 年３月 

68 徳島県木材協同組合連合会：徳島県の木材需要促進のための木造住宅推進のあり方 －徳島県 

木材業界の生産流通システム化について－  活路開拓調査指導事業報告書 

昭和 59 年３月 

69 徳島県林業経営協議会：新林業構造改善促進対策実験事業実績表・新林業構造改善事業計画表 

昭和 59 年３月 

70 徳島県阿南農林事務所：那賀川地域の森林・林業 

昭和 59 年９月 

71 徳島県阿南農林事務所：阿南の林業 

昭和 59 年９月 

72 丹生谷地域国産材主産地形成対策協議会：国産材供給体制整備事業計画書 

昭和 60 年 

73 丹生谷地域国産材主産地形成対策協議会：国産材供給体制整備事業計画書樹立資料 

昭和 60 年 

74 木頭村：ＫＩＴＯ樹と光と水と  昭和 60 年３月 

75 徳島県那賀郡木沢村：木沢村林業振興地域整備計画書（昭和 59 年度指定） 

昭和 60 年３月 

76 徳島県木沢村：ＫＩＳＡＷＡ，85  発足 30 周年記念・村勢要覧 

昭和 60 年４月 

77 森 巌夫：21 世紀に架ける住民主役の村ずくり基本構想  木頭村 

昭和 60 年６月 

78 徳島県相生町：相生町新総合計画書〔基本構想・基本計画〕 

昭和 60 年９月 

79 徳島県・丹生谷地域杉のまち活性化計画策定協議会：地域木造住宅生産供給促進事業 

丹生谷地域杉のまち活性化計画調査  昭和 61 年３月 

80 日本林業技術協会：山村林業構造改善事業  森林総合利用促進事業計画診断書 

－徳島県・木沢村・高城山地域－  昭和 61 年 

81 徳島県那賀郡木沢村：山村林業構造改善事業計画書（昭和 60 年度指定） 

昭和 61 年３月 

82 徳島県那賀郡木沢村：山村林業構造改善事業計画樹立資料（昭和 60 年度指定） 

昭和 61 年３月 

83 都築和夫・佐竹和夫・吉田実・宮本知子：木頭林業地域のスギ林分収穫予想表の調製 

昭和 60 年度林試四支年報  Ｐ31  昭和 61 年 10 月 
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84 徳島県：那賀地域森林計画（那賀森林計画区） 

昭和 62 年 

85 徳島県農林水産部林政課：昭和 61 年度森林組合統計 

昭和 62 年３月 

86 徳島県・丹生谷地域杉のまち住まいづくり協議会：地域木造住宅生産供給促進事業  丹生谷地域

杉のまち住まいづくり計画調査（供給体制の整備） 

昭和 62 年３月 

87 丹生谷地域国産材主産地形成対策協議会：変貌する丹生谷の林業 

－みんなで考えようこれからの取り組み－  昭和 62 年３月 

88 農林漁業金融公庫：林業の採算性と活性化  －長期金融－ 

Ｐ46～52  昭和 62 年３月 

89 徳島県阿南農林事務所：農林事業計画 

昭和 62 年５月 

90 徳島県那賀郡木頭村：木頭村合併 30 周年記念事業  森林シンポジウム「木頭の林業に明日はあ

るか若者立ちの提案」  昭和 62 年 11 月 

91 高橋文敏・都築和夫：木頭林業地域の森林所有者の意識について 

－在村・不在村の森林所有者へのアンケート調査結果－  昭和 61 年度林林試四支年報 

Ｐ15～16  昭和 62 年 11 月 

92 徳島県：昭和 63 年３月 31 日現在  森林資源現況表 

昭和 63 年３月 31 日 

93 全国林業構造改善協会：徳島県丹生谷地域（新丹生谷製材協同組合） 

国産材流通加工施設整備事業「製材施設」  昭和 63 年７月 
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